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研究成果の概要（和文）：くらしやすさの評価には生活不安感の把握が重要との認識から，山陰地域の住民へのウェヴ
アンケートの共分散構造分析等により不安感の構造を明らかにした．また，人口が希薄化する地方の商業撤退の理論的
メカニズムについて，ホテリングモデルに立脚した1次元都市モデルによりその解明を行った．さらに，鳥取県東部の
商業施設の撤退・存続データをGISデータ化し分析することで，将来の撤退リスク地域をあぶり出した．最後に，鳥取
県東部を対象に土地取引などデータに限りのある地方都市の都市経済モデルを構築する手法を開発し，道路・施設の整
備や立地政策等が都市圏内に与える影響についてシミュレーションを行い手法の利用可能性を示した．

研究成果の概要（英文）：This research focuses on the quality of life in depopulating and aging local 
urban areas in Japan. Recognizing that the quality of life should be measured by 'uneasiness feeling' of 
residents, the structure of that feeling is clarified statistically from the web survey. Also, commercial 
activities in local areas are analyzed by one-dimensional Hotelling model theoretically, and by GIS data 
of Tottori area practically. Also, the computable urban economics model is constructed for Tottori Urban 
area and its usability is shown by some policy simulations.

研究分野： 土木計画
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
平成 23 年 7 月に閣議決定された国土形成

計画において，人口減少社会における「地域
ブロック」内の各地域における公共サービス
確保のために，核となる拠点都市に諸機能を
集積させそこへのアクセスを強化するとい
う従前の方策とともに，複数都市間で機能分
担し相互のネットワーク化を図るという方
策があらためて提唱されている．また，総務
省の定住自立圏構想（平成 20 年推進要綱通
知）でも都市機能を持った中心市と周辺市町
村が役割分担し相互に連携する定住自立圏
構想を推進している．実際，首都圏周辺都市
も含めた多くの地方公共団体で，その基本構
想や総合計画・マスタープランに「自立性の
高い都市機能の形成」や「隣接地域との連携
の強化」，「交通ネットワークの強化」をうた
い「分散型ネットワーク構造」への転換をす
でにめざしている．一方，現実には，多くの
生活サービスは「民」により提供されている
のが現状であり，「官」の想定するこのよう
な地域・都市構想通りの機能の効果的な分
散・連携が形成される方向に必ずしも進んで
ない現状が少なからず現れはじめている．そ
の主たるものとして１つは「中心都市内の都
市構造の問題」でありもう 1 つは「都市周辺
地域の問題」である． 
中心都市内の都市構造の問題（郊外化と空

洞化）に関して，最大のものは中心市街地で
の商店減少と居住者減少の 2重の空洞化であ
る．地方都市部では大型ショッピングセンタ
の郊外立地などにともない都心商業地や居
住隣接小売店は顧客を失い活力を失いつつ
ある．多くの地方中心都市では都市商業活動
の空洞化やフードデザート化が起こり高齢
者をはじめとする移動弱者の都心孤立や自
家用車の過度使用による都市環境悪化など
の問題を引き起こしつつある．これを受けて
大店法の改正やその他さまざまな都心活性
化の政策が実施に移されているがその効果
は限定的である．一般に，戦後わが国の小売
活動は，輸送，貯蓄，買物交通などにかかわ
る技術の進展により，商圏規模の拡大を続け，
八百屋形態をはじめとする小商圏から郊外
ショッピングセンタに代表される寡占的大
商圏形態に移行してきた．その結果，都心部
に居住する高齢者や移動弱者の買物サービ
ス享受の機会が奪われ，また，購買意欲の高
い若年層はその居住地として郊外を選択し，
小売商業活動の郊外化を補強するという循
環に陥っていると考えられる．このような商
業活動および居住地の郊外化は周辺地域か
らの訪問利用者の利便性にも影響を与える
ため，都市内のみならず生活圏全体の社会厚
生に大きなゆがみをもたらしている．最近に
なり，生鮮食料品を扱うコンビニエンススト
ア(いわゆる生鮮コンビニ)の都市住宅地域内
での立地展開や配達販売が活性化している．
これは，ライフスタイルの変化など需要構造
の変化を背景に効率的配送により郊外大型

商店に対抗しうる費用構造を持つ新たな小
商圏商店の出現といれる．このような生鮮コ
ンビニや配達販売の存在は，無在庫・効率配
送といった新たな販売技術により支えられ
るが，その成功の是非には効率的な配送を可
能にする都心および郊外での道路整備など
の交通施設整備が大きな影響を及ぼすとい
える．福山(2005)は生鮮コンビニが都心域に
成立するメカニズムをアロンゾ型都市経済
モデルの中で説明することに成功したが，計
画的な配置（たとえば行政支援の「官制コン
ビニ」の可能性）など対策を扱うには至って
いない． 
 一方，都市周辺地域の問題（地域生活拠点
の機能形成不全）を考えると，定住自立圏構
想によれば，都市以外の周辺地域の住民は，
生活サービスを選択的に提供する地域生活
拠点および都市機能（行政機能および民間機
能）を保持する遠隔中心都市と通信・交通に
よって連携・交流することで，質の保たれた
生活サービスを享受することが可能となる．
しかし現実には，生鮮食料などの小売サービ
スや医療サービスなど生活の根源を支える
生活サービスの入手はより困難化しており，
特に高齢者に限れば内閣府の平成 17 年調査
では 20％近い人が買物の困難さ等生活困難
を訴えている．これらの生活サービス困難地
域の把握に関しては，フードデザート問題の
発祥地であるイギリスでの多くに実証研究
の蓄積があるが，我が国におけるフードデザ
ート研究は，最近の都市部での社会問題化に
端を発する形で近年ようやく一部の地理学
者により着手されはじめた（岩間ら（2009），
岩間ら(2010)による水戸市の分析）のが現状
である．これら都市内部についてではなく，
都市周辺部の生活サービス不足の現状を明
らかにした研究は，地域公共交通の視点から
の実証研究は多く存在するものの（たとえば
谷本ら(2010）や加藤ら(2010)の過疎地路線バ
スに関する研究)，交通の本源重要である生活
サービスの現状分析を試みる研究は申請者
が知る限り存在しない．このような認識から
本申請者は平成 22 年度に鳥取県東部域を対
象に高齢者の分布と小売業の立地データを
元に中山間地域での買物困難エリアである
「フードデザート」の実態を明らかにした(井
川・福山, 2011)が，その対策に関する研究の
開始が急務と考える． 
上記２問題の対策への学術的アプローチ

としては，道路整備をはじめとする施策が生
活サービスを通じて都市の厚生に与える影
響に関する分析は，都市経済学や土木計画学
分野の重要な課題であるが，生活サービスの
提供を明示的に都市モデル(立地行動を含ん
だアロンゾモデル)に取り入れた研究はほと
んどない．Fujita and Thisse (1986)は企業が
3 個以下の場合の競争と消費者立地の関係を
分析し均衡の効率性を分析した．しかし，住
民立地は商業へのアクセスのみに依存し，よ
って都心の存在する伝統的都市モデルとな



っていない．Thisse and Wildasin (1992)は，
2 商業企業競争下での第 3 の公共施設の最適
立地を分析している．これは商業競争に「官
制コンビニ」の立地問題を含んだモデルと理
解できるが，やはり住民の立地行動を明示的
に含んだ都市経済モデルではない部分モデ
ルにとどまっている．近年，商業が都市住民
の立地と厚生に与える影響が分析されつつ
ある．Lai and Tsai(2008)はアロンゾ型都市
内で商業施設が周辺立地となることを理論
的に示した．しかし,独占市場のため結論の一
般性はない．国内では，河野・野添(2005)が
費用便益計測の観点から商業競争と都市厚
生の関係を分析しているが，都市住民の立地
は所与で住宅立地への影響は無視している．
Fukuyama et. al. (2011)は，複占市場を想定
し商業施設立地均衡を分析し，都市周辺立地
になる傾向が強いことを理論的に示した． 

 
２．研究の目的 
 多くの地方生活圏において，モータリゼー
ションと人口減少を背景に，買物や医療とい
った居住者にとっての生活サービスに関す
る新たな「暮らしにくさ」が顕在化しつつあ
る．本研究は，この問題の根源として，需要
（生活者の量・質および空間分布）と供給（生
産技術，輸送技術や立地）の間のミスマッチ
の拡大に着目し，中心都市内の問題と都市周
辺地域の問題の 2つについてその問題構造を
理論的にまた実証的に明らかにする．これに
は，問題の性質上，土木計画学，都市・空間
経済学，ゲーム理論等の複合的学際的な援用
が必要となる．また，交通システムなどの社
会基盤／社会システムの効果的な提供によ
る暮らしやすさの向上方法について提案し
各施策の効果について明らかにする．また，
鳥取県東部地域をケースモデルに現状分析
と各施策効果を検討する．以下，「３．研究
の方法」および「４．研究成果」については，
主な研究成果である鳥取県東部地域を対象
とした応用都市経済モデルの開発について
記載する． 
 
３．研究の方法 
 道路整備等の都市政策による影響を分析
および評価する都市経済モデルの１つとし
て、応用都市経済モデル（Computable Urban 
Economics model：以下，CUE モデル）が挙げ
られる．CUE モデルは，たとえば我が国では
東京都を中心とする大都市圏をはじめとす
る大規模都市圏に適用されるが，岐阜県岐阜
市を中心とする中核市規模等の都市圏にお
いても適用例が存在する．しかし、それらよ
りも人口規模の小さい特例市規模の都市を
中心とするような地方小都市圏では，CUE モ
デルの構築例がほとんどないのが現状であ
る．しかし，このような人口十数万人から二
十万人程度の小都市圏においてもCUEモデル
が成立する市場圏として十分な規模である
と考えられる．しかし，このような地方小都

市ではパーソントリップ調査等の統計調査
が未実施であることや簡易的な調査である
ことが多く，モデル構築に必要なデータの取
得が容易でないため，CUE を構成する各モデ
ルの推計が困難である．さらに，人口十数万
人程度の地方小都市圏は，農業が占める割合
が無視できない等，地方都市に適したモデル
への改良が必要である．そこで，特例市であ
る鳥取県鳥取市を中心とする地方小都市圏
を対象とし，地方小都市で適用可能な CUE モ
デルの構築を試みる． 
図-1 に本研究の応用都市経済モデルの構造
を示す．モデル構築にあたっては，特に以下
３点に配慮する．まず，大都市圏では整備さ
れているデータに欠損がある場合，それを補
完するデータおよびモデル推計方法を考案
する．次に，地方小都市圏内の市町村間で人
口や労働者数および市町村総生産等といっ
た経済規模に大きな格差があり，たとえば市
町村のプールデータによる各市町村共通の
生産関数の推計では説明力が低くなること
が考えられる．このため，各市町村のサイズ
に合ったパラメータの推計方法を用いる必
要がある．最後に，我が国の人口数十万人程
度の地方小都市は平均して第一次産業就業
者がその２～３割を占めるため，第二次およ
び第三次産業と分離する必要がある． 

 
図-1 想定した応用都市経済モデルの構造 

 
４．研究成果 
 本研究では，パーソントリップ調査が未実
施等で簡易的な統計調査しか存在しない特
例市規模の都市を中心とする地方小都市圏
を対象にCUEモデルを構築する方法の立案を
行い，シミュレーションを行うことで地方小
都市に適したCUEモデルの適用可能性を示し
た． 
パーソントリップ調査の代用として修正
Huff モデルを用いた第三次産業の提供する
財やサービス消費行動先の算出，道路交通セ
ンサスを用いたトリップ費用の計算，自動車
貨物都道府県別輸送トン量データを用いた
移送トリップ先の算出，面積を用いた同一市
町内移動距離の算出，企業を第一次産業と第
二次産業と第三次産業に分割してそれぞれ
個別のモデル設定を行うことで市町村間の
格差の大きい地方小都市でもモデル推計を
可能にしたことが，本研究の新規性として挙



げられる．また，構築したCUEモデルを用い，
鳥取県鳥取市内で新設される鳥取西道路が
開通する際のシミュレーション分析を行い
その適用可能性を示した．市町ごとのトリッ
プ費用や立地の変化を確認でき，便益は全体
で約 9.92 億円得られると推計された．農業
を第二次産業と同様に考慮していたこれま
でのモデル（松岡（2015））のシミュレーシ
ョン結果である約 13億円から約 3.45 億円減
少しており，本モデルでの農業の明示的な扱
い（外生化）の効果といえる． 
  本研究は、地方小都市圏へ適応可能な CUE
モデル化の方法を示したが，多くの重要な課
題が残される．主なものとして，単純な交通
ネットワークの想定等が挙げられる．さらに，
私事トリップ等独自のモデルによる推計部
分を中心に，本計算結果の再現性や結果の妥
当性を検証するために，たとえばパーソント
リップ調査実績のある中小都市圏への提案
モデルの適応等が必要である． 
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